






The Risk & Chance of Japanese Enterprises in Asian Market: 
Energy Saving & Productivity Increasing: New Cooperation between 
Enterprises of Japan and China
CHEN, Jin
This paper presents a new viewpoint for Japanese enterprises in Asian market 
development by analyzing in particular the risk and chance in the Chinese market, and 
searching the new cooperation way between enterprises of Japan and China.
Relations between China and Japan are deteriorating due to the conflict over the islands 
in the East China Sea, which leads to the anti-Japanese demonstrations and boycotts of 
Japanese products in China. At the same time, Japanese companies must manage the 
rising wages and decreasing numbers of workers. 
Meanwhile, under the pressure of environment pollution and increasing costs, Chinese 
companies have strong desire for energy saving technology and productivity increasing 
expertise from companies of Japan. The transfer of the technology and expertise will 
become a big business chance for Japanese companies.




































2010 年に日本がアジアと行った貿易の総額は 65 兆 3028 億円で、前年から 24.8％増加した。
日本の貿易総額に占める比率は 1.5 ポイント高まり、比較可能な 1979 年以降で最高を記録し
ている。アジアの比率はこれまでの 10 年で約 10 ポイント高まっているが、対照的にアメリカ
図 1　アジアと世界主要先進国の間の貿易額（2010 年・単位 : 億米ドル）











































の比率は 12.7％と 10 年間でほぼ半分に低下した。
一方、世界経済と世界貿易における中国のプレゼンスは上昇の一途をたどっている。1979 年
の改革開放後、大量の外貨投資を導入した中国は「世界の成長センター」と称され、これまで







層が爆発的に増えているのである。世界銀行の推計によると、中国では 1995 年に人口の 54％
が貧困層（1日当たり 1.25 米ドル以下）であったが、2005 年には 16％まで減っている。対し
て中間層（2ドル～ 8ドル）は、26％から 57％まで増えている。東南アジアは中国よりスロー
ペースではあるが、基本的には同じことが起きている。ASEAN（シンガポール、ブルネイ、ミャ
ンマーを除く）の推計を見ると貧困層は 36％（1994 ～ 96 年）から 19％（2004 ～ 06 年）に減り、
その数は 1億人を切るまでになった。一方中間層は、33％から 50％に増加している。インドの
中間層拡大はまだ途上だが、10 年～ 15 年遅れで少しずつ変わっているところである。
図 3　中国貿易額の増加とアジア地域内の貿易拡大（2012 年）





























































（1万 5千米ドル～ 3万 5千米ドル）
世帯年収
（3万 5千米ドル～）
2010 年 2020 年 増加率 2010 年 2020 年 増加率
中国 12,000 39,000 225.0％ 4,000 18,000 350.0%
インド 5,000 28,000 460.0% 1,800 6,700 272.2%
インドネシア 1,000 5,500 450.0% 300 1,200 300.0%
ブラジル 6,000 8,000 33.3% 4,000 7,000 75.0%
パキスタン 600 2,000 233.3% 300 800 166.7%
ロシア 4,000 6,000 50.0% 1,000 6,000 500.0%
トルコ 3,500 2,900 － 17.1% 1,800 4,400 144.4%
ナイジェリア 300 700 133.3% 100 300 200.0%
図 5　アジアが日本企業の主要な利益源泉


































































ス産業の成長を背景に 2002 年から首位を維持している（表 1参照）３）。こうした中、世界の工
場といわれた中国は経済成長にしたがって世界の市場にもなってきている。中国でも携帯電話
やテレビ、冷蔵庫、オートバイ、さらに自動車を持っている人たちが爆発的に増えている。
図 6は、2008 年の中国市場のピラミッド構造と、BOP（Base of the Pyramid＝貧困層）市
場、MOP（Middle of the Pyramid＝中間層）市場、ならびに TOP（TOP of the Pyramid＝
富裕層）市場の 3層との大まかな対応関係である。MOP市場は 1人当たり GDPが平均 3,000
ドルライン以上の続富裕層と年収がそれより上の新富裕層が対象となり、日本企業が市場浸透
の対象としている中間層市場がこれにあたる。2008年現在、中国では続富裕層が2.2～2.4億人、
新富裕層が 2.6 ～ 2.8 億人いると言われている。なお、アジア全体の中間層市場は約 9億人で、
全世界の約 65％を占めていると言われている。
現に、中国の一人当たりの GDPは 2008 年の 3,400 ドルから 2013 年の 6,700 ドルにほぼ倍
増している。図 6中の 3,000 ドルラインはすでに 6,000 ドルに変わり、3,000 ドルライン（下部




1（1） 中国 7（24） シンガポール
2（3） インド 8（10） 英国
3（4） ブラジル 9（20） インドネシア
4（2） 米国 10（21） マレーシア
5（5） ドイツ …
6（7） オーストラリア 21（圏外） 日本
（注）カッコ内は 10 年度調査の順位
出所：『日本経済新聞』2011 年 12 月 8 日付。
44 陳　　　晋：中国経済転換における日本企業のリスクとチャンスに関する研究






近年、中国経済成長は失速している。2011 年までの 30 年間、中国の経済成長率は非常に高
いレベルを維持してきた。毎年の平均成長率は 10％ぐらいであったが、2012 年の中国の経済
成長率は前年比7.8％と1999年以来13年ぶりの8％割れとなり、2013年の成長率は前年比7.7％




日系企業は 8割に上り、中国事業の利益見込みが 10％以上減る企業は 2割近くに達した５）。そ
































前後に出稼ぎ労働者全体の約 6％に相当する 100 万人規模の人手不足が発生している。
これからも労働人口の縮小と高齢化が同時に進むと予想される。中国の人口統計によれば、














つある。例えば 21 世紀初頭、中国は世界鉄鋼の 46％、石炭の 45％、コンクリートの 48％、石
油とガスの10％を使って、世界GDPの8％しか作り出せなかった。2011年に中国のエネルギー
消費量は世界の 21％を占め、CO2 の排出量は世界の 25％を占めて、ともにアメリカを超えて

































の平和堂デパートは、事件 2カ月後の 11 月に店舗営業を再開し、さらに 2013 年 5 月には約 5
万平米の中国内 4号店の開業を果たしている。さらに 2014 年 1 ～ 3 月に上海日本領事館が発
行した中国人の訪日査証は前年同期の 3倍になった。同時に 2014 年 1 ～ 4 月に日本三大自動




















現在、中国の一人当たり GDPはすでに 7,000 米ドル近くになっている。これから毎年 7％で












の 7％、イタリアやフランスの 3％などに比べて断然多い。一方、同 2012 年に BMWのドイツ
での生産は全世界の 64％を占めるに比べて、中国現地生産はわずか 4％しか占めていない。極

























たとえば、『日本経済新聞』2011 年 8 月 18 日の記事によれば、世界生産の 4分の 1を中国で
つくる日産自動車は、広州市の主力工場で溶接ラインの専用ロボットを増やし、機械化した工
程数の比率を示す自動化率を現在の 3割弱から 5割程度に高める。12 年に稼働する第 2工場に
は最新の塗装設備を導入して省人化を進める。電子部品では中国に 18 カ所の工場をもつ TDK
図 7　アジアと日本国内の工作機械市場の逆転
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が、中国のアモイにある電子部品工場で、コイルを巻く工程に専用機械を導入し、自動化率を























国 年 1980 1990 2000 2006 2007 2008
中　国 3.27 1.94 0.91 0.87 0.82 0.75
日　本 0.12 0.10 0.11 0.10 0.10 0.10
韓　国 0.33 0.32 0.37 0.31 0.31 0.30
米　国 0.35 0.27 0.23 0.21 0.20 0.19
























































































も稼働し、中国の生産能力は 151 万台と 2013 年より 4割以上増えることを公表している。そ











３） 同調査は 27 カ国 17 業種の企業の直接投資の責任者を対象に 2011 年 10 月に実施し、世界 68 カ国の投
資先としての魅力を聞いた。上位 25 カ国のうち、新興国が半分を占める。
４） 2012 年に公表された中国国家発展改革委員会が主導する「全国促進城鎮化健康発展規画［2011-2020 年］
（都市化の健全発展を促進する計画［2011-2020 年］）」の初稿による。
５） 『日本経済新聞』2012 年 5 月 3 日付。
 立命館国際地域研究　第40号　2014年10月 53
６） 2010 年春、北京での聞き取り調査による。
７） 中滙技術諮詢有限公司編『経済快訊』総第 4774 期、2014 年 6 月 3 日。
８） FINANCIAL TIMES, USA Tuesday June 10, 2014, p15 による。
９） 藤波（2013）による。
10） 藤波（2013）による。
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